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第2回連結納税の企業対応
動向調査の集計と分析結果
大倉雄次郎
（はじめに）
企業組織に関する再編成が持株会社，分割，合併等の法制度の整備によ
る進展と同時に国際競争力の観点から連結納税制度の導入要望が産業界を
中心に起こり，平成14年度から実施されている。
本研究は 2年目を迎えた連結納税制度の企業の対応動向を把握し， これ
らに関する今後の在り方を理論的且つ実務的に提言することを目的とし
て，文部科学省から科学研究費補助金（基盤研究C・2)の交付を受けて，
平成14年4月1日から平成16年3月31日までの 2カ年にわたり行っている
ものである。
今回は 2回目の調査のうち連結納税制度の部分について，全体の単純集
計分析，前年度比較分析，上場分類分析のみを報告する。
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I . 調杏概要
1 . 調査方法
(1)調杏対象：東京証券取引所第 1部上場会社及びその他会社計1,674
社
(B本経済団体連合会経済法規本部税制委員会130社がこの調介対
象に含まれている）
(2)調在方法：アンケート調在を郵送し郵送・ FAXで回答を得た。
(3)回答：平成15年10月の 1カ月間
(4)有効回答： 270社 (ml答率16.l%) 
(B本経済団体連合会経済法規本部税制委員会会員48社（回答率
36.9%))がこの有効回答に含まれている。）
(5) E1本経済団体連合会経済法規本部及び亜細亜証券印刷株式会社デイ
スクロージャー研究会のご協力を得た。
2. 有効回答270社の概要
(1)国内子会社数 平均41社，最大1,052社，最小0社中央値37社
(2)国内100%子会社数①平均15社，最大211社，最小0社 中央値15社
② 100%国内子会社数の社数 10社未満： 184社， 10社以上： 28社，
20社以上： 15社， 30社以上： 41社，無回答： 2社
(3)上場分類 ① SEC基準会社： 15社 ②東京証券取引所第 1部上場
会社（東証 1部）： 183社③東京証券取引所第 2部上場・店頭登録
会社（東証2部）： 38社 ④未上場会社： 34社
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I. 連結納税アンケート回答結果（全体）
1. 連結納税制度の導入意向
連結納税導入の意向を聞いたところ，次の結果であった。
①付加税廃止にかかわりなく早期導入した： 19 (7.0%)②付加税廃止
の時点で導入の予定である： 9 (3.3%)③いずれ時期を見て導入する
ことになる： 43 (15.9%)④導入か否か迷っている： 28 (10.4 %)⑤導
入の予定はない： 156 (57.8%)⑥無回答15(5.6%) 
連結納税制度の導入済と意向有りは， 71社で全体の約26%にのぽってい
る。
2. 100%子会社連結範囲
「連結納税制度の適用に当たって，連結範囲について100%子会社に限定
される事についての意見をお聞かせ下さい」と問うたところ次の結果であ
った。
①わからない： 118 (43.7%)② 80%未満： 28 (10.4%)③ 80%以上： 27 
(10.0%)④ 90%以上： 12 (4.4%)⑤大変望ましい： 69 (25.6%)⑥無
回答16(5.9%) 
連結納税の対象子会社（以下「連結子法人」）については我が国では「連
結納税制度の適用法人は内国法人（普通法人又は協同組合等に限る）であ
る親会社に発行済み株式等（自己株式等を除く）の全部を直接又は間接に
100%保有される内国法人のすべてである」（法人税法4の2)。他方，ア
メリカ連結子法人は80%以上， フランス連結子法人は95%以上である。
100%が大変望ましいは26%で連結納税導入の意向済み又は有りとほぽ同
率にある。
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3. 連結範囲の強制
「連結納税制度の適用に)片たって， 100%子会社全ての強制であり選択が
認められていない事についての意見をお聞かせ下さい」問うたところ，次
の結果であった。
①全く望ましくない： 42 (15.6%)②やや望ましくない： 33 (12.2%) 
③やむをえない： 140 (51.9%)④望ましい： 27 (10.0%)⑤大変望まし
ぃ： 15 (5.6%)⑥無回答13(4.8%) 
100%子会社全ての強制について約68%が肯定的である。
4. 子会社の繰越欠損金の持ち込み
「連結納税制度の導人巾業年度にf-会社の繰越欠損金について一切の引
継ぎが認められていない事についての意見をお聞かせドさい」間うたとこ
ろ次の結果であった。
①全く望ましくない： 163 (60.4%)⑫）やや望ましくない： 49 (18.1 %) 
③やむをえない： 43 (15.9%) (4)咆ましい： 1 (0.4%) (5)大変望ましい：
2 (0.7%)⑥無回答12(4.4%) 
f会社の繰越欠損金の持ち込み否認について望ましくないが79%を占め
ている。
5. 連結納税制度導入に当たっての障害
「連結納税制度の導入に当たって障害になっていることの意見をお聞か
せ下さい」と問うたところ次の結果であった。
①連結納税制度が複雑： 148 (54.8%)②繰越欠損金の引継ぎが無い：
58 (21.5%)③連結納税制度適用時に時価評価される： 3 (1.1%) . ④連
結納税制度適用の対象会社がない： 20 (7.4%)⑤連結納税制度がよく
分からない： 7 (2.6%)⑥無回答34(12.6%) 
全体の結果では，連結納税制度の複雑が55%で，次いで子会社の繰越欠
損金の引継ぎが無い22%になっている。
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連結納税制度の導入に当たって障害になっていた連結付加税が時限立法で
廃止になったことが大きい。
6. 寄付金
「連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入である事につい
ての意見をお聞かせ下さい」と問うたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 104 (38.5%)②やや望ましくない： 46 (17.0%) 
③どちらともいえない： 84 (31.1 %)④望ましい： 15 (5.6%)⑤大変望
ましい： 8 (3.0%)⑥無回答13(4.8%) 
「連結法人が支出した寄付金の額は，連結親法人の連結個別資本等の金
額連結所得金額を基に連結損金算入額を計算し，その超える部分の金額
は損金不算入とする。」（法人税法81の6③)。このように連結法人を一体
として計算している。次に「連結法人が連結完全支配関係がある他の連結
法人に対して支出した寄付金に付いてはその全額を損金不算入とする。」
（法人税法81の6②)として寄付金の損金不算入となり相殺を認めていな
しヽ。
本問は，連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算である事に
ついての是非を問うたものであるが，望ましくないと答えたのが全体の56
％で，望ましいの 9%に対し大きな差となっている。
7. 時価評価
「連結納税制度適用時に時価評価される事についての意見をお聞かせ下
さい」と問うたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 75 (27.8%)②やや望ましくない： 42 (15.6%) 
③どちらともいえない： 114 (42.2%)④望ましい： 16 (5.9%)⑤大変
望ましい： 8 (3.0%)⑥無回答15(5.6%) 
本問は，連結納税制度適用時に子会社の資産への時価評価される事につ
いて問うたが望ましくないが全体の44%に対し，どちらともいえないが，
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ほぽ同割合の42%ある。
時価評価の対象子法人は原則として，「連結開始直前事業年度に有する
時価評価資産（固定資産，土地等，金銭債権，繰延資産，有価証券）の評
価益又は評価損は当該連結開始直前事業年度の所得の金額の計算上，益金
の額又は損金の額に算入する」（法人税法61の11①)。このように連結納税
の適用開始• 加人に際して，連結親法人に 5年未満保有されている100%
子会社を対象に，その有する含み損益に課税するが，その時期は連結開始
直前の単体としての最後事業年度である
8. 交際費
「交際費について連結親法人で一括して損金イ冷算人の税務調整する事に
ついての意見をお聞かせドさい」と問うたところ次の結果であった。
・・-・・-. 
①全く望ましくない： 81 (30.0%)②やや望ましくない： 54 (20.0%) 
③やむをえない： 106 (39.3%)④望ましい： 10 (3.7%)⑤大変望ましい：
4 (1.5%)⑥無回答15(5.6%) 
交際費については「交際費の損金不算人額は連結親法人の資本金額に応
じて連結親法人と連結子法人の支出した交際費の合計額で計算する」（租
特法68の66)。
本問は， この点について聞いたところ望ましくないが50%, 望ましいが
5 %, やむを得ない39%であった。
9. 内部取引の消去の処理
(1)固定資産
「内部取引の消去について固定資産を対象にしている事についての意見
をお聞かせ下さい」と問うたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 20 (7.4%)②やや望ましくない： 23 (8.5%)③ 
どちらともいえない： 123 (45.6%)④望ましい： 75 (27.8%)⑤大変望
ましい： 15 (5.6%)⑥無回答15(5.6%) 
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望ましいという意見33%が，望ましくないという意見16%を2倍以上
上回っている。
連結会計と連結納税制度はほぽ内部取引について同様である。
(2)金銭債権
「内部取引の消去について金銭債権を対象にしている事についての意見
をお聞かせ下さい」と問うたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 13 (4.8%)②やや望ましくない： 18 (6.7%)③ 
どちらともいえない： 106 (39.3%)④望ましい： 97 (35.9%)⑤大変望
ましい： 21 (7.8%)⑥無回答15(5.6%) 
望ましいという意見44%が，望ましくないという意見11%を4倍上回っ
ている。
金銭債権の内部取引の消去は，貸倒引当金でも債権対象から差し引く為
に連結会計と連結納税制度は同様である。
(3)棚卸資産
「内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事についてお聞かせ下
さい」と問うたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 27 (10.0%)②やや望ましくない： 29 (10.7%) 
③どちらともいえない： 123 (45.6%)④望ましい： 57 (21.1 %)⑤大変
望ましい： 20 (7.4%)⑥無回答14(5.2%) 
望ましいという意見28%が望ましくないという意見21%を上回ってい
る。これは棚卸資産の在庫月数が小のためといえる。
10. 連結納税の申告方法
(1)所得通算型
「連結納税制度の導入で所得通算型を採用についての意見をお聞かせ下
さい」と問うたころ次の結果であった。
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①全く望ましくない： 6 (2.2%)②やや望ましくない： 23 (8.5%)③ど］
ちらともいえない： 153 (56.7)④望ましい： 61 (22.6%)⑤大変望まし i
ぃ： 8 (3.0%)⑥無回答19(7.0%) I 
------—-------—--- -、_j 
H本はアメリカやフランスと同様に所得通算型を採用しているが，これ
を望ましいとする意見が26%で望ましくないとする意見が11%である。し
かし残り57%がどちらともいえないとしている。
(2)損益振替型
「連結納税制度の導人で損益振替氏只を採用した方が良かったと思われま
すか。」と問うたところ次の結果であった。
… —·-- - --- —し一 -- . - -—- ---・--- --・--
CD損益振替利の方が良い： 28 (10.4%) (2)どちらともいえない： 176 (65.2 
%) (~)今 lflJ の所得通算型の方が良い： 46 (17.0%) (~)無 [fl]答20 (7.4%) 
前問と同じく約65%がどちらともいえないとしている。
イギリス刑の損益通算型の場合には，繰越欠損金部分のみ通算するとい
う方法になる CJ
損益通算刑は簡単ではあるがメリットが黒字企業グループにとって所得
通算型に比し余りないというシステムになり易い。
1. 連結納税の租税回避行為
「連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為
又は計算の否認規定が創設された事についての意見をお聞かせ下さい」と
問うたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 22 (8.1 %)②やや望ましくない： 31 (11.5%)③ 
どちらともいえない： 134 (49.6%)④望ましい： 59 (21.9%)⑤大変望
ましい： 8 (3.0%)⑥無回答16(5.9%) 
行為又は計算の否認規定の創設が望ましいの意見25%と望ましくないの
意見20%でほぽ同数である。連結納税制度に詳細な規定がなければ，租税
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回避行為についてこの規定により包括的に事例毎に事実認定で判断できる
事になる。従ってこの規定は税務当局の事実認定に大きく道を拓くことに
なる。
12. 連結納税制度の簡素性
「我が国に導入された連結納税制度は利用するのに簡素な制度であるか
どうかについての意見をお聞かせ下さい」と問うたところ次の結果であっ
た。
①大変複雑： 85 (31.5%)②複雑： 118 (43.7%)③どちらともいえない：
50 (18.5%)④簡素： 3 (1.1 %)⑤大変簡素： 0 (0 %)⑥無回答14(5.2%) 
連結納税制度は利用するのに複雑とする意見が75%もある。
13. 連結納税システム
「連結納税制度の導入によって新たな連結納税システムを組まれますか」
と問うたところ次の結果であった。
大変複雑なシステムを組む： 4 (1.5%)②複雑なシステム22(8.1 %)③ 
どちらともいえない： 188 (69.6%)④簡素なシステムを組む： 28 (10.4 
%)⑤大変簡素なシステムを組む： 8 (3.0%)⑥無回答20(7.4%) 
前問の複雑さが75%あるのに対し， よって新たな連結納税システムを組
むのは， 23%で低いのは，導入の切迫感がないためである。
14. 連結税効果会計システム
「連結納税制度の導入によって新たな連結税効果会計システムを組まれ
ますか」と問うたところ次の結果であった。
大変複雑なシステムを組む： 5 (1.9%)②複雑なシステムを組む： 13 (4.8 
%)③どちらともいえない： 187 (69.3%)④簡素なシステムを組む：
27 (10.0%)⑤大変簡素なシステムを組む： 8 (3.0%)⑥無回答30(11.1 %) 
連結納税制度の導人で連結税効果会計に大きな影響が生じるが，新たに
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連結税効果会計システムの創設が必要としている割合が20%と低いのは検
討が未だなされず導入の切迫感がないためである。
II. 連結納税制度の前年比較ー東京証券取引所第 1部上場会社一
第1回連結納税制度アンケートは平成14年に東京証券取引所第 1部上場
会社 (SEC基準会社含む） 213社，平成15年に回答総数270社中 1部上場
198社を対象に行われたので各年度の調査結果をもとに比較を行う。
尚 ％（ ％）は，平成15年％（平成14年％）の比率である。
1 . 連結納税制度の導入意向
連結納税導人の意向を聞いたところ．次の結果であった。
①付加税廃止にかかわりな<-q3. 期導人した（の予定である）： 8.6% (7.5 
%)②付加税廃止の時点で導入の予定である： 4.0% (3.8%)③いずれ
時期を見て導人することになる： 18.2% (29.1 %)④導人か否か迷って
いる： 9.0% (15.5%)⑤導人の予定はない： 54.5% (43.7%) 
連結納税制度の導人の意向を示しているのは.30%(40%)にのぽっている。
ここにきて導入グループと非導入グループが明確になっている。
2. 100%子会社連結範囲
連結納税制度の適用に当たって，連結範囲について100%子会社に限定
される事についての意見を聞いたところ次の結果であった。
①わからない： 40.4% (44.1 %)② 80%未満： 10.6% (6.6%)③ 80%以上：
11.6% (12.2%)④ 90%以上： 5.6% (9.9%)⑤大変望ましい： 26.3% (25.4 
％） 
わからないが40%(44%)で4割以上であり， 100%子会社が望ましい
については， 26%(25%)で余り変っていない。
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3. 連結範囲の強制
連結納税制度の適用に当たって， 100%子会社全ての強制であり選択が
認められていない事についての意見を聞いたところ，次の結果であった。
①全く望ましくない： 18.9% (14.1 %)②やや望ましくない： 14.2% (16.3 
%)③やむをえない： 54.7% (51.6%)④望ましい： 7.9% (11.3%)⑤大
変望ましい： 4.2% (5.2%) 
100%子会社全ての強制について33%(30%)が否定的で今回余り変っ
ていない。
4. 子会社の繰越欠損金の持ち込み
連結納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について一切の引継
ぎが認められていない事についての意見を聞いたところ次の結果であっ
た。
①全く望ましくない： 65.7% (66.7%)②やや望ましくない： 15.2% (19.2 
%)③やむをえない： 14.6% (12.2%)④望ましい： 0.5% (0 %)⑤大
変望ましい： 0 % (0.5%) 
子会社の繰越欠損金の持ち込み否認について望ましくないが今回 5%減
少し81% (86%)である。
5. 連結付加税と連結納税制度導入に当たっての障害
(1)前年度は連結納税制度の導入に当たって， 2年間の時限であるが付
加税2%が課税される事についての意見を聞いたところ次の結果であっ
た。
①すぐに撤廃すべきである： 161 (75.6%)②出来るだけ撤廃すべきで
ある： 43 (20.2%)③やむをえない： 6 (2.8%)④当然である： 1 (0.5 
%)⑤至極当然である： 0 (0%) 
すぐに撤廃すべきであるとしていた。これにより連結納税制度に当って
の大きな障害が取り除かれた。
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(2)連結納税制度導人に当たっての障害
本年度は 2年間の時限の連結付加税 2%が廃止されたので，「連結納税
制度の導入に当たって障害になっていることの意見をお聞かせ下さい」と
問うたところ次の結果であった。
①連結納税制度が複雑： 120 (60.6%)②繰越欠損金の引継ぎが無い：
42 (21.2%)③連結納税制度適用時に時価評価される： 1 (0.5%) (4)連結
納税制度適川の対象会社がない： 9 (.4.5%)⑤連結納税制度がよく分か
らない．・ 3(1.5%) 
連結納税制度の複雑が61%で，次いでf会社の繰越欠損金の引継ぎが無
い21%になっている。
6. 寄付金
連結グループ内の一般脊付金について全額損金イ勺算人である:;iについて
の意見を聞いたところ次の結果であった。
①全く沼ましくない： 45.5% (46.0%)②やや沼ましくない： 14.6% (19.3 
％）頃）どちらともいえない： 28.3% (27.7%)④沼ましい： 5.6% (5.6%) 
([)大変望ましい： 1.5% (0.5%) 
本間は，全額損金不算人である事についての是非を問うたものであるが，
望ましくないと答えたのが全体の60%(65%)で，望ましいの 7% (6 %) 
に対し大きな差となっている。
7. 時価評価
連結納税制度適用時に時価評価される事についての意見を聞いたところ
次の結果であった。
①全く望ましくない： 34.8% (28.2%)②やや望ましくない： 17.7% (16.4 
%)③どちらともいえない： 36.7% (46.9%)④望ましい： 4.5% (6.6%) 
⑤大変望ましい： 1.0% (0.9%) 
本問は，連結納税制度適用時に子会社の資産への時価評価される事につ
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いて問うたが，望ましくないが今回 8%も増加した結果53%(45%)で増
加したのに対し， どちらともいえないが， 37%(47) %で減少している。
8. 交際費
交際費が連結親法人で一括して損金不算入の税務調整する事について意
見を聞いたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 35.4% (31.9%)②やや望ましくない： 21.2% (19.2 
%)③やむをえない： 34.8% (43.2 %)④望ましい： 3.0% (4.2%)⑤大
変望ましい： 0.5% (0 %) 
交際費については「交際費の損金不算入額は連結親法人の資本金額に応
じて連結親法人と連結子法人の支出した交際費の合計額で計算する」（租
特法68の66)。
本問は，この点について聞いたところ望ましくないが今回 6%増加して
57% (51 %)となり，望ましい 4% (4 %)を大きく引き離している。
9. 内部取引の消去の処理
(1)固定資産
固定資産を内部取引の消去対象にしている事について意見を聞いたとこ
ろ次の結果であった。
①全く望ましくない： 8.1% (9.4%)②やや望ましくない： 8.1% (8.0%) 
③どちらともいえない： 45.5% (38.5%)④望ましい： 28.3% (34.7%) 
⑤大変望ましい： 5.1% (8.0%) 
望ましいという意見が今回10%も減少し33%(43%) となり，望ましく
ないという意見16%(18%) を2倍上回っている
(2)金銭債権
金銭債権を内部取引の消去対象にしている事について意見を聞いたとこ
ろ次の結果であった。
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①全く望ましくない： 4.5% (5.2%)②やや望ましくない： 6.1% (6.1 %) 
③どちらともいえない： 41.9% (43.7%)④望ましい： 35.9% (37.1%)⑤ 
大変望ましい： 6.6% (6.6%) 
望ましいという意見43%(44%)が，望ましくないという意見11%(11%) 
を4倍上回っている。殆ど変っていない。
(3)棚卸資産
棚卸資産を内部取引の消去対象にしていない事について意見を聞いたと
ころ次の結果であった。
①全く望ましくない： 10.6% (8.9%)②やや望ましくない： 11.1% (15.5 
％）③どちらともいえない： 43.4% (37.1 %)④望ましい： 22.2% (27.7%) 
⑤大変望ましい： 8.1% (8.9%) 
し―- ---- -
望ましいという意見が今回 7%も減少して30%(37%) となり望まし
くないという意見22%(25%) を上回っている。
10. 連結納税の申告方法
(1)所得通算型
納税制度の所得通算型の採用で意見を聞いたところ次の結果であった。
①全く望ましくない： 3.0% (2.8%)②やや望ましくない： 9.6% (8.5%) 
③どちらともいえない： 57.6% (56.8)④望ましい： 22.2% (26.8 %)⑤ 
大変望ましい： 1.5% (2.8%) 
日本はアメリカやフランスと同様に所得通算型を採用しているが，これ
を望ましいとする意見が 6%減少して24%(30%) となり，望ましくない
とする意見が13%(11%)である。しかし残り約 6割がどちらともいえな
いとしているがこの点は不変である。
第2回連結納税の企業対応動向調査の集計と分析結果（大倉） (763) 15 
(2)損益通算型
連結納税制度は損益通算型を採用した方が良かったかと意見を聞いたと
ころ次の結果であった。
①損益通算型の方が良い： 11.6% (13.6%)②どちらともいえない： 65.7 
% (65.7%)③今回の所得通算型の方が良い： 16.2% (18.3%) 
前問と同じく約66%がどちらともいえないとしているが、全く変ってい
ない。
1. 連結納税の租税回避行為
連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為又
は計算の否認規定が創設された事について意見を聞いたところ次の結果で
あった。
①全く望ましくない： 9.1 % (11.7%)②やや望ましくない： 13.6% (10.8 
%)③どちらともいえない： 48.5% (50.7%)④望ましい： 21.7% (23.5 %) 
⑤大変望ましい： 2.0% (0.5%) 
望ましい24%(24%) と望ましくない23%(22%)がほぼ同数であるが，
最も多いのはどちらともいえないが約 5割である。
N. 上場分類別クロス集計
有効回答270社を 4つ分類を縦軸として連結納税の質問のクロス集計を
行った。
上場分類 ① SEC基準会社 ②東京証券取引所第 1部上場会社（「東証
1部」と略す）③東京証券取引所第 2部上場・店頭登録会社（「東証2部」
と略す）④未上場会社（「その他」と略す）
16 (764) 第 48 巻 第 6 号
(1)連結納税導人の意向
連結納税制度の導入の意向有りは．上場分類ではSEC会社で67%, 東証
1部28%, 東証2部13%, 未上場16%と顕著な差が見られる。
IQH 連結納税導入傾向
東証 そ 無総 s : : そ 熊 総 一
2 の [u] E I 2 の 皿
部他 答計 C 部 部 他 答 計
43'いず...れ時期をみ.て導入、 0,333 0169 0132 0.065 015り
I --
吊期導,人した — 2 19 吊期導人した 0 267 0,071 。冒065 0070 
付加税廃ti.時点 .. ］ り 付加税廃止時点 0.067 ()038 0,032 0033 
無ifl答 2 2 
― 15一'無tu]答 --- 0060 005:J 0065 0.056 I 
迷っている 4 5 I 28 迷っている 0,067 0093 0105 0.161 0333 0104 
f定は無い 27 19 2 156 f, 定は無い 0,267 0.568 0.711 0.613 0667 二O.:i78~ I 
総 JI :is -31 - :l 270 
-----~- ..... ヽ. ,. ● ... -
(2) 100%J-会社連結範囲
この100%~f-会社について大変望ましいは上場分類では， SEC会社で O
％．東証 1部29%. 東証2部21%, 未上場26%である。しかしわからない
という意見が全体の約44%であり差が見られない。
IQ15 連結範囲について100%f会社に限定される加こついての意見
r-~ 
-・. _,"'. ・"「_,.,. _ . _, -—-~ : : そ 無 総 s : : そ 無 総
I 2 の ln E I 2 
(J) ln 
C 部 部 他 答 ~t C 部 部 他 答 ti 
’—~ 
80%以 I. 7 16 l 3 27 80'){, 以l 0.467 0087 0.026 0.0~7 0100 
←・ 
80%未満 3 18 :i 4 28 80%未満 0,200 0098 0079 0 129 0104 ・---・，一 -一I - -
90%以 L 2 ， I 12 90%以t 0.133 0.049 0,333 0,044 
わからなし、 3 77 24 13 1 118 分からない 0200 0.421 0.632 0.419 0333 0.437 
--・-・"" .......... ●9● ● 9●▼ー ..―---, ----—, --- ―.. 
大変望ましい 52 8 8 I 69 大変望ましい 0284 0.211 0258 0333 0256 
無回答 1 2 3 16 無[i]答 0060 0,053 0,097 0059 
総計 15 183 38 31 3 270 
(3)連結範囲の強制
100%子会社の任意選択が無く，全ての強制についてやむを得ないが全
体で約半数であるがSEC会社で33%, 東証 1部54%, 東証2部48%, 未上
場52%であり差が見られない。
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1Q16 連結納税制度の適用にあたって、 100%子会社での強制であり選択が認められていない事についての意見 1
s : 塁 そ 無 総 s : 東 そ 無 総E の 回 E 証 の 回1 2 I 2 C 部 部 他 答 計 C 部 部 他 答 計
やむをえない 5 99 18 16 2 140 やむをえない 0.333 0.541 0.474 0,516 0,667 0.519 
やや望ましくない 4 23 3 3 33 やや望ましくない 0.267 0.126 0.079 0.097 0.122 
全く望ましくない 5 31 4 1 1 42 全く望ましくない 0.333 0.169 0.105 0.032 0,333 0.156 
大変望ましい 8 3 4 15 大変望ましい 0044 0,079 0.129 0.056 
望ましい 1 14 7 5 27 望ましい 0.067 0.077 0.184 0.161 0.100 
無回答 8 3 2 13 無回答 0.044 0.079 0.065 0.048 
総計 15 183 38 31 3 270 
(4)子会社の繰越欠損金の持ち込み
子会社の繰越欠損金の持ち込み否認について望ましくないとの意見を上
場分類でみると， SEC会社で100%, 東証 1部79%, 東証 2部71%, 未上
場74%と多くの不満があり，差がみられる。
1Q17 連結納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金について一切の引継ぎが認められない事についての意見 1
s 塁 塁 そ 無 総 s 東 東 そ 無 総E の 回 E 証 証 の 回1 2 1 2 C 部 部 他 答 計 C 部 部 他 答 計
やむをえない 29 8 5 1 43 やむをえない 0,158 0.211 0.161 0,333 0.159 
やや望ましくない 2 28 7 12 49 やや望ましくない 0.133 0.153 0.184 0.387 0.181 
全く望ましくない 13 117 20 11 2 163 全く望ましくない 0.867 0.639 0.526 0.355 0,667 0.604 
大変望ましい 1 1 2 大変望ましい 0.026 0.032 0.007 
望ましい 1 1 望ましい 0.005 0004 
無回答 8 2 2 12 無回答 0.044 0.053 0.065 0.044 
総計 15 183 38 31 3 270 
(5)連結納税制度導入に当たっての障害
上場分類でみると，連結納税制度の複雑が， SEC基準会社で47%, 東証
1部で62%に対し，子会社の繰越欠損金の引継ぎが無いがSEC基準会社47
％東証 1部で19%と連結納税制度導入に当たっての障害の要因に明らかに
違いがある。
IQ1s 連結納税制度導入に当たっての障害
s 塁 塁 そ 無 総 s : 東 そ 無 総E の 回 E 証 の 回1 2 1 2 C 部 部 他 答 計 C 部 部 他 答 計
欠損の引継ぎがない 7 35 7 7 2 58 欠損の引継ぎがない 0.467 0.191 0.184 0.226 0,667 0 215 
時価評価される 1 1 1 3 時価評価される 0.005 0.026 0.032 O.Oll 
制度が複雑 7 113 18 ， 1 148 制度が複雑 0.467 0.617 0.474 0.290 0.333 0.548 
制度が良く分からない 3 3 1 7 制度が良く分からない 0.016 0.079 0.032 0.026 
対象会社が無い ， 5 6 20 対象会社が無い 0.049 0.132 0.194 0.074 
無回答 1 22 4 7 34 無回答 0.067 0.120 0.105 0.226 0.126 
総計 15 183 38 31 3 270 
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(6)寄付金
連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算である事についての
是非を問うたものであるが上場分類で見ると， この望ましくないがSEC基
準会社73%, 東証 1部59%, 東証2部40%, 未上場45%で顕著な差が見ら
れる。
f Ql9 連結グループ内の般寄付金について全額損金不算人である事についての意見
証東 東証:「1I Tの 丁蕉 I総 S 東証 東祉 そ 無 総一
1 2 回 E 部l 2 の回
部部他答計 C 部他答計
← •一52、.. 19 9 84 . ど.●『ち-らともいえない-----「0一,267 ～ 0,284 0,500 0 290 0 311 
80 8 ~----6 -- 104 全く望ましくなし-、- 0.667 0.437 0.211 0 194 -に0.3面85― 
3 2 :, 8 大変望ましい 0 016 0.053 0.097 
' 1 ---l ------2 - I - 15'望ましい - ••. 0.060 0,026 0 065 0 :l3 0 056 -
← 9 1 -・3 -・---← -13・1 無皿答 . --- 0.049 0.026 0.097 -—←0.0一48 
183 -一3一8「31 --―., 270 -- ---…ー・--― I --- --- -
(7)時価評価
上場分類で見ると．時価評価される事について望ましくないがSEC基準
会社では73%, 東証 1部で51%, 東証2部で16%. 未上場で19%で顕著な
差が見られる。
IQZO 連結納税制度適用直前に時価評価される事についての意見
s : : そ 無 総 s : 東 そ 無 総E の [1] E 証 の 回I 贔 I 2 C 部 他 答 計 C 部 部 他 答 計
どちらともいえない 4 69 25 15 1 114 どちらともいえない 0.267 0.377 0.658 0.484 0.333 
0.422 
やや望ましくない 2 33 2 5 42 やや望ましくない 0.133 0.180 0.053 0.161 
0.156 
全く望ましくない ， 60 4 1 1 75 全く望ましくない 0.600 0.328 0.105 0.032 0.333 0 278 
大変望ましい 2 2 4 8 大変望ましい 0,011 0.053 
0,129 0.030 
望ましい ， 3 3 1 16 望ましい 0.049 0.079 0.097 0.333 0 059 
無回答 10 2 3 15 無回答 0.055 0053 0
.097 0.056 
総計 15 183 38 31 3 270 
(8)交際費
交際費が連結親法人で一括して損金不算入の税務調整することについて
聞いたところ，やむを得ないと答えたのがSEC会社53%, 東証 1部33%,
東証2部55%, 未上場45%でばらつきがあった。
第2回連結納税の企業対応動向調査の集計と分析結果（大倉） (767) 19 
'Q21 交際費を連結親法人で一括損金不算入の税務調整を行う事についての意見
s : : そ 無 総 s 東 塁 そ 無 総E の 回 E 証 の 回嘉 2 1 2 C 部 他 答 計 C 部 部 他 答 計
やむをえない 8 61 21 14 2 106 やむをえない 0.533 0.333 0.553 0.452 0.667 0.393 
やや望ましくない 4 38 3 8 I 54 やや望ましくない 0.267 0.208 0.079 0.258 0.333 0.200 
全く望ましくない 2 68 8 3 81 全く望ましくない 0.133 0.372 0.211 0.097 0.300 
大変望ましい 1 2 1 4 大変望ましい 0.0-05 0.053 0.032 O.Dl5 
望ましい 6 2 2 10 望ましい 0.033 0.053 0065 0037 
無回答 1 ， 2 3 15 無回答 0.067 O.Q49 0.053 0.097 0.056 
総計 15 183 38 31 3 270 
(9)内部取引の消去の処理一固定資産
固定資産を内部取引の消去としている事について， SEC会社で望ましい
という意見40%に対し望ましくないという意見13%である。同様に東証 1
部32%対16%, 東証2部34%対13%, 未上場29%対19%でSEC会社とそれ
以外の会社に差がある。
連結会計と連結納税制度はほぽ内部取引について同様である。
f Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしている事についての意見
s : : そ 無 総 s : I そ 無 総E 1 2 の 回 E 
盗 2 
の 回
C 部 部 他 答 計 C 部 他 答 計
どちらともいえない 7 83 19 13 1 123 どちらともいえない 0.467 0.454 0.500 0.419 I I OB 0.456 
やや望ましくない 1 15 2 5 23 やや望ましくない 0.067 0.082 0.053 0.161 0,085 
全く望ましくない I 15 3 1 20 全く望ましくない 0.067 0.082 0.079 0.032 0.074 
大変望ましい 1 ， 3 1 14 大変望ましい 0.067 O.o49 0.079 0.032 0.052 
望ましい 5 51 10 8 1 75 望ましい 0.333 0,279 0.263 0.258 0.333 0.278 
無回答 10 1 3 1 15 無回答 0.055 0.026 0.097 0.333 0.056 
総計 15 183 38 31 3 270 
(10)内部取引の消去の処理一金銭債権
SEC会社で望ましいという意見47%に対し望ましくないという意見13%
である。同様に東証1部42%対10%, 東証2部47%対13%, 未上場47%対
15%で差が見られない。
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f Q23 内部取引の消去について金銭債権を対象にしている事についての意見
s 証東 1 東証 i そ I！ 撫 総 「I C s E I 証部東1 麟●Iそ 塁ー.7i7 E 1 2 の [1ij
C 部 部 他 答 計
どちらともいえない 6 77 14 8 1 106 どちらともしヽえない 0.40CJ 0.421 --
＇ 
やや翌ましくない I 11 2 4 18 やや望ましくない 0.067 0.060 0.0
5:l 0129 0.067 
全く沼ましくない 1 8 3 1 13 全く望ましくない .゜067 0.044 
0.079 0.032 0.048 
k変望ましい 13 5 3 21 大変沼ましい 0.071 0132 00
97 0.078 
望ましい 7 64 13 12 l 97 望ましい 0,467 0.'.!50 0.
342 0.387 o.:l33 0.359 
無回答 10 1 3 1 15 撫阿笞 0.055 
0,026 0.097 0.333 0056 
ト・...., ••• , ●9●"・―-一~ -―--"・- -
~―、------—- -- I --1-5-1 -18-3 - 38 31 :1 270 •-—--~-·- --← __ ,_ ,_'●'., ______ --・・・--"'●''● " •一，. -—'" --・-. 一-~· —ー，·"-""●●" 
(11) 内部取引の消去ー棚卸資産
棚卸資産を内部取引の消去の対象外としている事について. _r_場分類で
見ると望ましいという意見がSEC基準会社47%, 東証 1部29%. 東証 2部
24%, 未t場23%で明らかに苑がある。
IQ24 内部取引の梢去について棚卸資妬を対象にしていない巾についての意見 総
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(12)所得通算型
連結納税の導入で今回所得通算型を導入したことについてどちらともい
えないがSEC会社40%, 東証 1部59%, 東証 2部55%, 未上場58%でSEC
会社とそれ以外の会社に差がある。
IQzs 連結納税制度の導人で所得通算型を採用することについての意見
s 塁 東 そ 無 総
s 東 I そ 無 総
E 証 の 回 E 
証 の 圃
1 2 1 2 
C 部 部 他 答 計 C 部 部 他 答 r.t 
どちらともいえない 6 108 21 18 153 どちらともいえない 0,400 0.590 0
 553 0,581 0,567 
やや望ましくない 3 16 2 I 1 23 やや望ましくない 0.200 
0,087 0.053 0.032 0.333 0.085 
全く望ましくない I 5 6 全く望ましくない 0067 
0,027 0.022 
大変望ましい 3 4 1 8 大変沼ましい 0.016 
0.105 0032 0030 
望ましい 4 40 8 8 1 61 望ましい 0267 0
 219 0,211 0258 0333 0226 
無回答 1 11 3 3 1 19 無回答 0.067 0.0
60 0.079 0097 0.333 0.070 
総計 15 183 38 31 3 270 
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(13)損益通算型
(769) 21 
連結納税の導入で損益通算型を採用した方が良かったかについて， どち
らともいえないがSEC会社60%, 東証 1部66%, 東証2部63%, 未上場68
％でSEC会社とそれ以外の会社に差がある。
1Q26 連結納税制度の導入で損益振替型を採用した方が良かったと思われますか。
s : 東 そ 無 総 s : : そ 無 総E 証 の 回 E の 回1 2 1 2 
C 部 部 他 答 計 C 部 部 他 答 計
どちらともいえない ， 121 24 21 1 176 どちらともいえない 0.600 0.661 0.632 0.677 0.333 0.652 
所得通算が良い 1 31 ， 5 46 所得通算が良い 0.067 0.169 0.237 0.161 0.170 
損益振替型が良い 4 19 2 2 1 28 損益振替型が良い 0.267 0.104 0.053 0.065 0.333 0104 
無回答 1 12 3 3 1 20 無回答 0.067 0.066 0.079 0097 0.333 0.074 
総計 15 183 38 31 3 270 総計
（終わりに）
本稿は，連結納税制度アンケートの調査結果のうち全体の分析，連結納
税制度の前年との比較ー東京証券取引所第 1部上場会社一，上場分類別ク
ロス集計の分析のみを論じた。次号では連結納税制度の導入意向，税制委
員会会員，国内100%子会社数のそれぞれの項目を縦軸とするクロス集計
による分析を紹介する。その上で日本の法人税法の連結納税制度とアメリ
カ，フランスとの国際比較，今後の課題を指摘する。
（付記：本稿は平成15年度文部科学省・科学研究費補助金基盤研究 (C. 
2)の研究成果の一部である。なお，今回の分析報告と文責は全て筆者に
ある。）
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|アンケート原本I 平成15年10月
連結会計と連結納税の企業対応動向調在
（平成15年度文部科学省科学研究費補助金基盤研究）
(1)研究目的
平成14年 4月 1日から始まる事業年度から日本でも連結納税制度
が実施されました。この制度がH本経済の発展と企業の国際競争力
強化の一助として根づく為にはいかに在るべきかという視点から昨
年度に引き続きアンケート調在を実施します。
(2) 調査対象
東京証券取引所一部上場会社ほか
(3) 調査内容
別紙（財務経理・税務部門で[!1答してドさるようにご手配下さい）
(4) 回答に当たってのお願い
本調在は学術目的によるものである為統計的に処理するものであ
り，会社名や会社個別のデータを公表したりする事は全くありませ
ん。従って漏れなく記人していただく様にお願い申し上げます。（恐
れ入りますが今回は郵券をご負担ください）
(5) 回答締め切り H
10月218 (火）までにご返却下さい。
回答会社全部に詳細な回答結果を送付させていただきます。
(6) 回答送付先と問合せ先
郵便番号 564-8680 大阪府吹田市山手町 3丁目 3番35号
関西大学商学部 大倉雄次郎研究室
電話・ FAX(共用） 06-6368-0672 
(e-mail) yokura@ipcku.kansai-u.ac.jp 
ご協力の程よろしくお願い申し上げます。
関西大学 商学部 教授商学博士 大倉雄次郎
横浜桐蔭大学法学部 助教授 西本靖宏
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平成15年度連結会計と連結納税の企業対応動向調査
（質問・回答用紙）
貴社名
回答者ご芳名：
連絡先 :TEL ( 
E-mail ( 
業種：
部署名（役職）：
) FAX ( 
）?
上場状況：①SEC基準準拠会社 ②東証・大証1部
③東証2部・地方・店頭登録 ④未上場
（問 1)国内子会社数は何社ですか （ 
子会社数（ 社）
社）うち国内100%
（問 2)貴社は連結財務諸表を作成・開示されていますか。
①作成している ②作成していない ③無回答
（問 3)議決権株式40%-50%未満の次の会社を連結子会社に入れる
べきかについてご意見をお聞かせください。
（イ）親会社と関連会社で株式過半数になる会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計士の判断による ④入れるべきだ
（口）代表取締役を親会社が派遣している会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計士の判断による ④入れるべきだ
（ハ）取締役の過半数を親会社が派遣している会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計士の判断による ④入れるべきだ
（二）多額の資金貸付，債務保証をしている会社
①入れるべきでない ②わからない
③会計士の判断による ④入れるべきだ
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（問 4)連結決算の資本手続きとしての連結子会社の資産・負債の時
価評価はいずれを採用しておられますか。
①部分時価評価法 ②全面時価評価法 （③無回答
（問 5)連結決算の資本連結手続きとしての連結子会社の資産・負債
の時価評価（評価差額）の対象とする科目はどれですか
①t地 (2)建物 R有価証券 （か営業権又は連結暖簾
⑤無担l答
澗 6) キャッシュ・フロー計算書の営業活動に関するキャッシュ・
フローの作成}j法は次のいずれを採用しますか。
①直接法 (2)間接法 (1)無回答
（間 7)営業活動に関するキャッシュ・フローの作成方法 u項じ(2)間
接法採用の場合）は，次のいずれを採用しておられますか
(1)原則法（子会社もキャッシュ・フロー計算書を作成）
②簡便法（連結貸借対照表・連結損益計算書等のみで作成）
R①と②の併用
（間 8)連結調整勘定の償却期間は何年としますか（複数回答）
① 5年 ② 10年 ③ 20年 ④ 40年 ⑤即時
（間 9) 貴社の退職給付年金制度の改正または変更が行いますか（ま
したか）。
①変更なし ②確定給付年金制度の見直し
③確定拠出年金（日本版401K)の一部導入
④確定拠出年金への完全移行 ⑤退職金制度の廃止
（問10)平成10年度の税制改正で賞与引当金制度が廃止されましたが，
会計と税務の関連でどの様にしておられますか。
①税法の経過措置に従う
②未払賞与として税法に関係なく計上する。
③計上しない
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（問11)平成10年度の税制改正で貸倒引当金制度が廃止の方向にあり
ますが，会計と税務の関連でどの様にしておられますか。
①税法に従う ②税法に関係なく貸倒れ計上している。
③わからない
（問12)税効果会計では個別財務諸表の別表4の留保欄の加算・減
算が繰延税金資産・負債になりますが，その会計処理はどこ
で行っていますか。
①子会社の経理部門 ②親会社の経理部門 R両方
（問13)貴社は会社分割制度や持株会社等の活用をしておられますか。
①活用をしている ②活用を検討している
③不明 ④今のところ検討していない
⑤今後も活用をする気はない
（問14)貴社の連結納税制度の導入についての意向をお聞かせ下さい
①付加税廃止にかかわりなく早期導入した
②付加税廃止の時点で導入の予定である
③いずれ時期を見て導入することになる。
④導入か否か迷っている
⑤導入の予定はない
（間15)連結納税制度の適用に当たって，連結範囲について100%子
会社に限定される事についての意見をお聞かせ下さい
①わからない ② 80%未満 ③ 80%以上 ④ 90%以上
⑤大変望ましい
（間16)連結納税制度の適用に当たって， 100%子会社全ての強制で
あり選択が認められていない事についての意見をお聞かせ下
さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
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（問17)連結納税制度の導人事業年度に子会社の繰越欠損金について
一切の引継ぎが認められていない事についての意見をお聞か
せ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問18)貴社の連結納税制度の導人に当たって．障害になっているこ
との意見をお聞かせ下さい (0は複数可能）
①連結納税制度が複雑 ②繰越欠損金の引継ぎがない
③連結納税制度適用時に時価評価される
④連結納税制度の対象会社がない
⑤連結納税制度がよく分からない
（間19)連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算人である
事についての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
澗 20)連結納税制度適用時に時価評価される事についての意見をお
聞かせドさい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
Rどちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問21) 交際費について連結親法人で一括して損金不算入の税務調整
する事についての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問22)内部取引の消去について固定資産を対象にしている事につい
ての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
第2回連結納税の企業対応動向調査の集計と分析結果（大倉） (775) 27 
（問23)内部取引の消去について金銭債権を対象にしている事につい
ての意見をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問24)内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事についてお
聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問25)連結納税制度の導人で所得通算型を採用についての意見をお
聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問26)連結納税制度の導入で損益振替型を採用した方が良かったと
思われますか。
①損益振替型の方が良い ②どちらともいえない
③今回の所得通算型の方が良い
（問27)連結納税制度の導入で退職給付引当金廃止についての意見を
お聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問28)外形標準課税としての法人事業税導入についての意見をお聞
かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
③やむをえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問29)連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法
人の行為又は計算の否認規定が創設された事についての意見
をお聞かせ下さい
①全く望ましくない ②やや望ましくない
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③どちらともいえない ④望ましい ⑤大変望ましい
（問30)我が国に導人された連結納税制度は利用するのに簡素な制度
であるかどうかについての意見をお聞かせ下さい
①大変複雑 ②複雑 Rどちらともいえない (:!)簡素
⑤大変簡素
（問31)連結納税制度の導人によって新たな連結納税システムを組ま
れますか
①大変複雑なシステムを組む ②複雑なシステムを組む
③どちらともいえない ④簡素なシステムを組む
ct:i大変簡素なシステムを組む
（間32) 連結納税制度の導人によって新たな連結税効果会計システム
を組まれますか
(0大変複雑なシステムを組む (?)複雑なシステムを組む
③どちらともいえない (4)簡素なシステムを組む
⑤大変簡素なシステムを組む
澗 3:1) 今後連結納税制度はH本でどのような方向にゆくべきかご意；
見をお聞かせ下さい
ご協力どうも有難うございました。
